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　本稿は、企業内部で創出された内生暖簾を明らかにし、その認識問題について検討することを目的
としている。具体的には、まず、暖簾の全体像を明らかにしたうえで、内生暖簾にみえるもののなか
には現行諸基準のもとで認識されていない無形財が含まれるということを指摘する。そのうえで、内
生暖簾の認識をめぐる論点の検討を行い、内生暖簾と内生暖簾に含まれる無形財について考えられう
る会計処理を提示する。
This paper is to shed light on the substance of internally generated goodwill and its recognition.
内生暖簾　シナジー　４つの残余　無形財
internally generated goodwill, synergy, five residuum, intangibles
（原稿受領日　2007.10.13）
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Ⅰ　はじめに
　本稿は、企業内部で創出された内生暖簾（1）の
実態を明らかにし、その認識問題について検討
することを目的としている。具体的には、まず、
暖簾の全体像を明らかにしたうえで、内生暖簾
にみえるもののなかには現行諸基準のもとで認
識されていない無形財（2）が含まれるということ
を指摘する。そのうえで、内生暖簾の認識をめ
ぐる論点の検討を行い、内生暖簾と内生暖簾に
含まれる無形財について考えられうる会計処理
を提示する。
　暖簾概念について歴史的に概観すると、その
本質が無形財であるという考え方、超過利潤で
あるという考え方、残余であるという考え方、お
よびシナジーであるという考え方がある（3）。こ
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のなかで、暖簾の本質がシナジーであるという
考え方は、20世紀末から21世紀にかけて誕生し
た考え方であり、例えば、Ma and Hopkins （1988）、
Johnson and Petrone （1998）、現行の米国会計基準
であるSFAS141「企業結合」、現行の国際会計基
準であるIFRS3「企業結合」、SFAS141を改訂す
るためにFASBから2005年に公表された公開草
案、および IFRS3を改訂するために IASB から
2005年に公表された公開草案においてみられる
考え方である。本稿では、現代における暖簾の
本質がシナジーであり、また、当該シナジーが、
識別可能な有形財および無形財ならびに識別不
能な無形財が、相互有機的に結びつくことによ
り生み出されるものとして議論を進めることに
する（本稿では、シナジーたる暖簾を、理論上
の暖簾Gという）（4）。
Ⅱ　暖簾の全体象
１．残余の側面からみた暖簾
　本節ではまず、暖簾の全体像を整理する。理
論上、暖簾の本質はシナジーであるが、当該シ
ナジー自体を評価することは困難であるため、
一般的には、暖簾は、「（株主価値としての）企
業全体の価値」から「（認識されている諸資産か
ら諸負債を控除した）純資産の価値」を控除し
た残余として捉えられている。
　本稿では、「（株主価値としての）企業全体の
価値」については「企業全体の公正価値」、「企
業全体の使用価値」、および「取得企業にとって
の被取得企業全体の使用価値」という３つの価
値に分けて考える。一方、「（認識されている諸
資産から諸負債を控除した）純資産」について
は「純資産簿価」と「純資産公正価値」の２つ
の価値に分けて考えていくことにする。ここで、
「純資産簿価」は NAb、「純資産公正価値」は NAf、
「企業全体の公正価値」は Vf、「企業全体の使用
価値」は Viu 、「取得企業にとっての被取得企業
全体の使用価値」は V (iu) という。
　残余にはプラスの残余とマイナスの残余とが
あるが、プラスの残余のみに焦点をあててみる
と、「純資産簿価 NAb」、「純資産公正価値 NAf」、
「企業全体の公正価値 Vf」、「企業全体の使用価値
Viu」、および「取得企業にとっての被取得企業全
体の使用価値V (iu)」の関係は、図１のようにな
り、そこに４つの残余が生じることとなると考
えられる。
　なお、図１では、「取得企業全体の使用価値」
が「取得企業にとっての被取得企業全体の使用
価値 V (iu)」に加えられている。この「取得企業
全体の使用価値」は、取得企業を単独でみた場
合の「企業全体の使用価値 Viu」に相当するもの
である。
２．４つの残余とシナジー
（1）４つの残余
　① 残余 d1
　「純資産公正価値 NAf」が「純資産簿価 NAb」
よりも高い場合、残余 d1 が生じる。 NAf とNAb
の関係について、例えば資産の側面から考えて
みると、資産の価値が下落した場合には低価法
や減損処理により簿価を切り下げる一方で、そ
の価値が上昇した場合であっても簿価の切り上
げは行わないため、 NAf と NAb の関係は NAf ＞
NAb となることが多いように思われる。ただし、
反対に NAf ＜ NAb という状態が生じていた場合
であったとしても、「企業全体の使用価値 Viu 」
が NAb 、 NAf や Vf を上回っているかぎり、企業
は当該純資産を持ち続けるはずであるため、こ
のような残余 d1 がマイナスの状態、つまり NAf
＜ NAb である状態も考えられる。
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図１　４つの残余
　② 残余 d2
　「企業全体の公正価値 Vf 」が「純資産公正価
値 NAf」よりも高い場合、残余 d2 が生じる。こ
れは、識別可能な有形財および無形財ならびに
識別不能な無形財が、相互有機的に結びつくこ
とにより生み出されるシナジーである。ただし、
反対に、資産が過剰であるということなどを原
因として、マイナスのシナジーが生じてしまう
ことも考えられうる（つまり、 NAf ＞ Vf という
状態）。しかし、このような場合、企業は資産の
一部を処分するという判断をするはずであるた
め、 NAf ＜ Vf という状態が企業が正常な状態で
あると思われる。
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　③ 残余 d3
　「企業全体の使用価値 Viu」が「企業全体の公
正価値 Vf」よりも高い場合、残余 d3 が生じる。
これは、先述した残余 d2 と同様、識別可能な有
形財および無形財ならびに識別不能な無形財が、
相互有機的に結びつくことにより生み出される
シナジーである。残余d2 に加えて 残余d3 が生
じるのは、市場が企業内部において生じている
シナジーの情報のすべてを入手することができ
ないからである。そのため、企業内部において
生じているシナジーの情報のうち、市場が把握
しているものが残余 d2 、市場が把握していない
ものが残余d3 となる。ただし、反対に、資産の
使用が非効率であるということなどを原因とし
て、市場が想定しているだけのシナジーを企業
内部で創出することができないことによりマイ
ナスのシナジーが生じている場合も考えられる
（つまり、 Vf ＞ Viu という状態）。
　なお、企業は、「純資産公正価値 NAf」が一番
高い場合には、個別の資産を別々に売却するは
ずであり、「企業全体の公正価値 Vf」が一番高い
場合には、企業全体で売却するはずであり、「企
業全体の使用価値 Viu」が一番高い場合には、営
業を継続するはずである。
④  残余 d4
　「取得企業にとっての被取得企業全体の使用価
値 V(iu)」が「（被取得）企業全体の使用価値 Viu」
よりも高い場合、残余 d4 が生じる。この残余 d4
は、企業結合により新たに生じるシナジーであ
る。このシナジーのなかには、企業結合により、
被取得企業自体に生じるシナジー、取得企業自
体に生じるシナジー、被取得企業と取得企業と
の間に生じるシナジーが含まれる。
　なお、「取得の対価 C 」は、「（被取得）企業全
体の使用価値 Viu」より大きく「取得企業にとっ
ての被取得企業全体の使用価値 V(iu)」未満の間
（ Viu ＜ C ＜ V(iu)）で決定されると考えられる
（そのため、「取得の対価  C」は可変的である）。
これは、Viu＜Cという状態でなければ、（被取得
企業の）経営者は企業を売却するのではなく、継
続するという判断を行うはずであるからである。
反対に、その企業（被取得企業）を取得しよう
とするサイド（取得企業）からみると、被取得
企業にもともと存在していたシナジーに加えて、
被取得企業を取得することにより、新しいシナ
ジーが生じるため、 V(iu) までは支払いを行っても
いいと考えるはずである。つまり、そのシナジー
の範囲内であれば、取得企業は支払いを行うと
いう意思決定をするはずである。一方で、企業
は通常、投資以上のリターンを回収できること
を見込んで投資活動を行うはずであるため、取
得企業が被取得企業についての「取得の対価 C 」
を決定する場合、通常は、その対価以上の価値
を見込んでいるはずである。そのため、取得企
業が合理的な意思決定をするのであれば、「取得
の対価 C 」が「取得企業にとっての被取得企業
全体の使用価値 V(iu)」を上回る場合（C ＞ V(iu)）、
投資以上のリターンを見込めないわけであるか
ら、被取得企業を購入するという決定を行わな
いはずである。
（2）４つの残余とシナジー
　以上の４つの残余にシナジーたる暖簾を照ら
し合わせて考えてみることにしたい。
　まず、残余 d1 は、純資産の会計記録上の簿価
と市場における価値との残余であり、それがプ
ラスであったとしてもマイナスであったとして
も、シナジーであるとは考えられない。この残
余は、被取得企業を取得する際の時価評価にあ
たり、調整されるべきものである。
　次に、残余 d2 は、識別可能な有形財および無
形財ならびに識別不能な無形財が、相互有機的
に結びつくことにより生み出されるシナジーの
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うち、市場によって把握されているものである。
このシナジーがマイナスになる状況もありうる
が、このマイナスのシナジーは、資産が過剰で
あるということなどを原因として生じるもので
あると考えられる。
　さらに、残余 d3 は、企業内部において生じて
いるシナジーのうち、市場が把握していないも
のである。このシナジーがマイナスになる状況
もありうるが、このマイナスのシナジーは、資
産の使用が非効率であるということなどを原因
として、市場が想定しているだけのシナジーを
企業内部で創出することができないことにより
生じるものであると考えられる。
　最後に、残余 d4 は、企業結合により新たに生
じるシナジーであると考えられる。
　以上のように、４つの残余のなかで本質的に
暖簾と考えられるシナジーである残余は、残余
d2 、d3 、および d4 の３つである。
Ⅲ　内生暖簾の実態
１．２つの分類基準による暖簾の整理
　以上の暖簾（＝シナジー）は、２つの分類基
準により、整理することができる。
　まず、第１の分類基準は、その暖簾（＝シナ
ジー）について、市場評価があるかどうかとい
う基準である。この分類基準によると、市場評
価がある残余 d2 は客観暖簾、市場評価がない残
余 d3 および残余 d4 は主観暖簾ということにな
る。
　この客観暖簾および主観暖簾という用語は、
古くは Edwards and Bell（1961）において用いら
れていた用語である。Edwards and Bell （1961,
37; 伏見・藤森訳 1964, 30参照）では、「企業を
全体としてみた場合の市場価値が、個々の資産
の市場価値を超える額は、暖簾（goodwill）の市
場価値である（以下これを客観暖簾 objective
goodwillとよぶ）。主観価値が個々の資産の市場
価値を超える額を、われわれは主観暖簾
（subjective goodwill）とよぶ」と説明されている。
Edwards and Bell （1961）における客観暖簾は、
本稿の残余 d2 に相当するものであり、Edwards
and Bell （1961）における客観暖簾と本稿の客観
暖簾とは、同じものを示している。一方、Edwards
and Bell （1961）における主観暖簾は、本稿の残
余 d2＋d3＋d4 に相当するものである。本稿の主
観暖簾は残余 d 3 ＋ d 4  を示しているため、
Edwards and Bell（1961）における主観暖簾と本
稿の主観暖簾とは完全に一致するものではない。
　一方、第２の分類基準は、暖簾に対して支払
いが行われたかどうかという基準である。支払
いが行われた暖簾は買入暖簾、支払いが行われ
ていない暖簾は内生暖簾ということになる。
　次に、これら２つの分類基準にもとづき、本
質的に暖簾と考えられるシナジーである残余 d2、
d3 、および d4 について、企業結合によらない場
合と企業結合による場合とに分けて整理するこ
とにより、企業結合によらない場合に生じる内
生暖簾と企業結合により生じる内生暖簾の実態
を明らかにする。
２．企業結合によらない場合の内生暖簾
　まず、企業結合によらない場合について、検
討を行う。この場合、理論上、暖簾は以下の式
のように考えることができて、ある企業の暖簾
は、残余d2とd3ということになる。
暖簾
＝企業全体の使用価値 Viu －純資産公正価値 NAf
＝d2 ＋ d3
＝市場が把握している企業内部のシナジー＋市
場が把握していない企業内部のシナジー
＝（企業全体の公正価値 Vf －純資産公正価値
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NAf）＋（企業全体の使用価値 Viu－企業全体
の公正価値 Vf）
＊純資産NAは、認識されている純資産である。
　さらに、理論上の暖簾Gを想定し、客観・主
観（第１の分類基準）、買入・内生（第２の分類
基準）という２つの分類の視点から暖簾の整理
を行うと、表１のとおりに整理することができ
る。つまり、第１の分類基準によると、残余 d2
は市場が把握している企業内部のシナジーであ
るため、市場評価がある客観暖簾ということに
なる。一方で、残余 d3 は市場が把握していない
企業内部のシナジーであるため、市場評価がな
い主観暖簾ということになる。
　一方、第２の分類基準によると、内生暖簾（シ
ナジー）は存在するが、買入暖簾（シナジー）は
存在しない。それは、企業による支出は、シナ
ジー自体にではなく、その源泉である有形財や
無形財に対して行われるからである。また、内
生暖簾（シナジー）は、現在の日本、米国、英
国の会計基準、および国際会計基準ならびにそ
れらの公開草案のもとでは認識されていない。
　以上は、暖簾がシナジーであるという前提の
もとでの整理であるが、実際の暖簾には、そのよ
うなシナジーに加えて識別不能な無形財が含ま
れることになる。それは、現行のいずれの会計基
準のもとでも、識別不能な無形財が個別に認識
されることはないからである。このような暖簾
とシナジーとの関係を整理すると図２のとおり
となる（本稿では、このような識別不能な無形財
が含まれる暖簾を分類不能資産G’ という）。
G ＝ 理論上の暖簾
G’＝（実際の）暖簾
S ＝ シナジーの総額
ia, ib, ic,…, in ＝ 識別不能な無形財
理論上の暖簾 G = シナジー S　　　　　   　　
理論上の暖簾 G =シナジー S
分類不能資産 G’　　　　　　　　　　　　　
識別不能な無形財 ia,ib,ic,…,in
　表１は、識別不能無形財が含まれないという
理論上のケースであった。これを、識別不能無
形財が含まれる分類不能資産 G’ の場合にあては
めて考えてみると、表２のように整理できる。
＊ シナジーの源泉である有形財や無形財には支払いが行われるけれども、シナジー自体には支払いは行われない。
表１　理論上の暖簾－G（シナジー）の場合
＊ 識別不能無形財は、現在の日本、米国、英国の会計基準、および国際会計基準ならびに公開草案のもとでは認識されていないため、
表面上は、内生暖簾に含まれるようにみえる。
表２　G’（分類不能資産＝シナジー + 識別不能無形財）の場合
図2　分類不能資産 G’
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　以上の表２のように、識別不能無形財が存在
すると考えた場合、各残余には、理論上の暖簾
であるシナジーに加えて識別不能無形財が含ま
れることとなる。この識別不能無形財は、例え
ば、（認識されていない）研究開発費や広告宣伝
費のように、支払いが行われていれば、買入と
なりうる。このような買入による識別不能無形
財は、現在の日本、米国、英国の会計基準、お
よび国際会計基準ならびに公開草案のもとでは
認識されていないため、支払いが行われている
にもかかわらず、表面上は、内生暖簾に含まれ
るようにみえる。
　なお、企業結合によらない場合、現行諸基準
のもとでは、識別可能な無形財であったとして
も認識されないことが多い。そのため、一見す
ると内生暖簾のようにみえるもののなかには、
以下の図３のように、認識されていない識別可
能無形財も含まれることとなる（本稿では、こ
のような識別可能無形財をも含んだ暖簾を未認
識資産G’’という）。上記の表２に、そのような
識別可能無形財を追加すると、以下の表３のと
おりとなる。このような識別可能無形財は、支
払いが行われていたとしても、上記の買入によ
る識別不能無形財と同様、表面上は内生暖簾に
含まれるようにみえる。
＊現在の日本、米国、英国の会計基準、および国際会計基準ならびに公開草案のもとでは認識されていないため、表面上は、内生
暖簾に含まれるようにみえる。
表３　G’’（未認識資産＝分類不能資産（シナジー+識別不能無形財）+識別可能無形財）の場合
３．企業結合による場合の内生暖簾
　次に、企業結合による場合について検討を行
う。企業結合についても考慮に入れて、取得企
業の視点に立ちある企業（被取得企業）の暖簾
をみる場合、理論上、暖簾は以下の式のように
考えることができる。
暖簾
＝取得企業にとっての被取得企業全体の使用価
値 V(iu)－（被取得企業の）純資産公正価値 NAf
図３　未認識資産G’’
分類不能資産 G’＝ 理論上の暖簾 G
（シナジー ）＋ 識別不能な無形財
未認識資産 G’’
（認識されていない）識別可能な無
形財
＝ d2＋ d3＋d4
＝市場が把握している企業内部のシナジー＋市
場が把握していない企業内部のシナジー＋企
業結合により新たに生じるシナジー
＝（企業全体の公正価値 Vf －純資産公正価値
NAf）＋（企業全体の使用価値 Viu －企業全体
の公正価値 Vf）＋（取得企業にとっての被取
得企業全体の使用価値 V(iu) －企業全体の使用
価値 Viu）
＊純資産NAは、取得企業が認識した被取得企業
内生暖簾に関する一考察
－ 8－
の純資産である。
　以上の暖簾（＝シナジー）は、先述の２つの
分類基準により、表４のように整理することが
できる。
　まず、第１の分類基準は、その暖簾（＝シナ
ジー）について、市場評価があるのかどうかと
いう基準であるため、この分類基準によると、市
場評価がある残余d2は客観暖簾、市場評価がな
い残余 d3 および d4 は主観暖簾ということになる。
　次に、第２の分類基準は、暖簾に対して支払
いが行われたかどうかという基準であるため、
この基準によると、残余 d2 は買入、残余 d3 お
よび d4 は内生ということになる。このように、
残余 d2 のみを買入、残余 d3 および d4 を内生と
分類するのは、「取得の対価 C 」を、「（被取得）
企業全体の公正価値 Vf」と「取得企業が被取得
企業を支配する権利（つまり営業権 P ）」を得る
ために支払った「（被取得）企業全体の公正価値
Vf」以上の金額とで構成されているジョイント
コストであると考えるからである。つまり、取
得企業が、市場全体の合意にもとづく「（被取得）
企業全体の公正価値 Vf」よりも高い金額を支払
うのは、被取得企業の支配権を得るためであり、
対価の支払いは、「純資産公正価値 NAf」および
残余 d2 に加えて被取得企業を支配する権利であ
る「営業権 P 」に対して行われたと考えるので
ある（5）。
　ただし、既述したように「取得の対価 C」は、
「取得企業にとっての被取得企業全体の使用価値
V(iu)」未満（ C ＜ V(iu)）で決定される。つまり、
営業権 P に対しては、残余 d3 および d4 を超え
る金額の支払いは行われず、「営業権 P」に支払
うことができる金額は、主観暖簾（d3 d4）の範囲
内で決まることとなる（6）。なお、「営業権 P」自
体に対しては支払いが行われているため、当該
営業権自体は市場価値があるものといえる。
　表４を、理論上の暖簾（シナジー）ではなく、
分類不能資産としての暖簾にあてはめて考えて
みると、表５のように整理できる。なお、企業
　*現行諸基準のもとで認識されている買入暖簾＝ d2 ＋ P
　**主観暖簾（d3 d4）の範囲内で、「営業権 P」に支払うことができる金額が決まる。
　***「営業権 P」に対しては、対価の支払いが実際に行われているので、市場評価がある。
表4　理論上の暖簾－G（シナジー）の場合
表５　G’（分類不能資産＝シナジー + 識別不能無形財）の場合
　*現行諸基準のもとで認識されている買入暖簾＝d2＋P
　**企業結合による場合には、識別可能無形財は個別に認識されるため、企業結合によらない場合のようなG’’ は生じない。
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結合による場合には、識別可能無形財は個別に
認識されるため、企業結合によらない場合のよ
うなG’’ は生じない。
　以上、本質的に暖簾と考えられるシナジーで
ある残余d2、d3、および d4 について、企業結合
によらない場合と企業結合による場合とに分け
て、２つの分類基準にもとづき整理することに
より、企業結合により生じる内生暖簾と企業結
合によらない場合に生じる内生暖簾の実態を明
らかにした。次に、このような内生暖簾の認識
をめぐる論点を検討する。
Ⅳ　内生暖簾の認識をめぐる論点の検討
１．内生暖簾の認識をめぐる論点
　内生暖簾は、シナジーであるという点におい
て、買入暖簾とその本質が異なるものではない
が、現行のいずれの基準においても内生暖簾の
認識は認められていない。その第１の理由とし
ては、当該内生暖簾の測定が困難であり、もし
測定できたとしても、その測定数値に信頼性を
付与することが難しいということがあげられ
る（7）。第２の理由としては、内生暖簾の情報を
提供するということが、（使用価値としての）企
業価値全体の情報を提供するということに繋が
り、それは会計の役割ではないということがあ
げられる。さらに、第３の理由としては、伝統
的な会計の枠組みとの整合性の観点から、伝統
的に行われてきた利益計算つまり純利益計算の
体系が、内生暖簾の認識により崩されてしまう
ということもあげられる。
　一方で、内生暖簾のシナジーとしての本質は
買入暖簾とは異なるものではないため、その実
態開示を追及するのであれば、その経済的実態
を貸借対照表に反映させるべきという考え方も
ある。また、上記した第１の理由である測定の
信頼性の問題について最近の動向をみてみると、
例えば、米国基準であるSFAS142「暖簾および
その他の無形資産」では、暖簾の減損テスト時
にレポーティングユニットの公正価値というも
のを測定、場合によっては暖簾の推定公正価値
を測定することと規定されている（8）。また、米
国基準を採用している企業は、実際にそのよう
な測定を行うことにより、暖簾の減損損失を認
識している（9）。そのため、今後そのような実行
可能な測定手法を援用することにより、内生暖
簾の測定を行っていくことも（コスト面での過
剰負担の問題は残されているが）可能であるよ
うに思われる。さらに、上記した第３の理由で
ある伝統的な会計の枠組み（10） との整合性につ
いて考えてみると、伝統的に行われてきた利益
計算つまり純利益計算の体系を崩さないような
方法、例えば、内生暖簾認識額に相当する貸方
項目を、その他包括利益や純資産の項目として
認識するような方法により、この問題は解決で
きるように思われる（11）。このように伝統的な純
利益計算の体系を崩さずに貸借対照表において
資産の経済的実態を忠実に表現していくという
考え方は、会計において貸借対照表の意義を残
すということを意味する。
　以上のように、内生暖簾の認識を否定するい
くつかの論点はある程度解決できるようにも思
われるが、最大の問題として、上記した第２の
理由である、内生暖簾の情報つまり（使用価値
としての）企業価値全体の情報を提供すること
が会計の役割であるかどうかという問題は残っ
ている。また、実務的に考えると、内生暖簾を
測定するためにかかるコスト面の過剰負担の問
題も大きい。また、内生暖簾の認識は企業の自
己申告的な性格のものであるため、不正の温床
となってしまう可能性もあるかもしれない。さ
らに、実行可能な測定手法があるとはいえ、内
生暖簾の測定を客観暖簾だけではなく主観暖簾
をも含んだものと想定した場合、そのインプッ
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ト数値は市場の数値ではなく企業独自の数値と
ならざるをえず、その数値の信頼性には問題が
ある。現在、企業価値について、会計以外の分
野においても、さまざまな評価手法が開発され
てはいる。そのような環境のなかで会計の役割・
存在意義を考えた場合、それは会計数値の持つ
信頼性にあるという以外にはないように思われ
るのである。
２．内生暖簾と内生暖簾に含まれる無形財の認
識に係る検討
　以上のように、内生暖簾の認識については、慎
重に検討をしなくてはならないさまざまな問題
があり、これらの問題が解決されないかぎり、少
なくとも現時点では、内生暖簾を認識すること
は難しいと考えられる。
　ただし、内生暖簾についての会計処理として、
内生暖簾を貸借対照表上で認識しないけれども、
財務諸表以外の報告書を用いて、そのような情
報を開示していくという方法は考えられるよう
に思われる。
　このような開示については、例えば、無形資
産に含まれる知的財産や知的資産の情報開示の
指針として、経済産業省から、2004年１月には
「知的財産情報開示指針」、2005年８月には「産
業構造審議会 新成長政策部会 経営・知的資産小
委員会 中間報告書」、2005年10月には「知的資
産経営の開示ガイドライン」が公表されており、
それらの指針などにもとづいた報告書において、
内生暖簾の情報を開示していくということも考
えられる（12）。ただし、その場合、具体的にどの
ように開示していくのか、また、その開示情報
の第３者認証をどのようにするかという問題も
ある。さらに、そのような内生暖簾の情報は、将
来の予測であるため、そのような将来の予測情
報を出すことにより、経営者が訴訟のリスクに
さらされることも考えられる。この場合には、米
国におけるセーフハーバルールのようなものも
必要とされるかもしれない。
　なお、暖簾として、シナジーGではなく分類
不能資産 G’を想定した場合、実際に支払いは行
われたけれども認識されていないことにより、
表面的には内生暖簾にみえる識別不能無形財が
存在している。このような（買入の）識別不能
無形財については、実際の支払いが行われてい
るため、未認識とするのではなく、例えば、以
下の設例のように、その支出額を分類不能資産
として認識する方法も考えられうる。
設例
20X5年、X社は、広告宣伝費 $ 1,000および従業員
の研修費 $ 100を現金で支出した。
仕訳　
　（借）分類不能資産　$ 1,100／（貸）現金　$ 1,100
　また、暖簾として、シナジー G ではなく未認
識資産 G’’ を想定した場合、上記のような識別
不能無形財に加えて、実際に支払いは行われた
けれども認識されていないため、表面的には内
生暖簾にみえる識別可能無形財が存在している。
このような識別可能無形財については、例えば、
将来の特許権となりうる研究開発への支出や将
来の顧客リストとなりうる新規顧客開拓のため
の支出など、実際の支払いが行われた時点では
識別不能無形財であり、その後、識別可能無形
財となっていくケースが想定される。このよう
なケースの会計処理としては、例えば、上記の
仕訳のように、一旦、分類不能資産とし、その
後、識別可能無形財となった時点で、識別可能
無形財としての勘定項目（例えば、特許権や顧
客リスト）に振り替える方法が考えられる。た
だし、このような会計処理を行う前段階として、
将来の識別可能無形財になりうる支出について
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は、その支出が行われた段階で、前もって分け
ておく必要があるかもしれない。また、この場
合には、新たな問題として、個別の識別可能無
形財の測定をコストアプローチで行うのかイン
カムアプローチで行うのかという問題、仮にそ
の測定をインカムアプローチで行う場合、当該
識別可能無形財についての実際の支出額とイン
カムアプローチで測定した額との差額をどのよ
うに会計処理すべきかという問題が出てくる。
Ⅴ　おわりに
　本稿では、特に、（現時点での）会計の目的で
はないという理由により、内生暖簾の認識は困
難であるという結論に達した。しかし、会計の
役割は、社会からの要請によって、変化してい
くものでもある。今後、社会の枠組みが大きく
変化することによって暖簾の会計処理も変わっ
てくることとなろう。会計の目的が変化すれば
また、いつの時代か、内生暖簾を認識する必要
がでてくるかもしれない。
　また、本稿では、理論上の暖簾Gはシナジー
だけれども、実際の暖簾には、識別不能無形財
や識別可能無形財が含まれるということを提示
した（本稿では、識別不能無形財が含まれる暖
簾を分類不能資産G’、識別不能無形財に加えて
識別可能無形財も含まれる暖簾を未認識資産G’’
とよんだ）。このような無形財がどこまで認識さ
れるかによって、一見、暖簾にみえるものの本
質が変わってくる。
　識別不能無形財は、企業内部で創出された場
合のみならず企業結合などにより取得された場
合であっても認識されることはないが、時代の
変化とともに、従来は識別不能無形財とされて
いたものが、識別可能無形財とされるようにな
るかもしれない。例えば、現在、FASB および
IASBにおいて、従来は識別不能無形財とされて
いた従業員集団が識別可能であるかどうかとい
う議論が行われている。
　また、測定手法の向上により、（監査や保証が
可能であるという意味での）測定の信頼性が、そ
のような無形財に付与される日が来るかもしれ
ない。例えば、現在、ブランドや顧客リストと
いった無形財は、企業結合などにより取得され
た場合には認識されることもあるが、企業内部
で創出された場合には認識されないことがほと
んどである。これらの認識問題については、現
在、さまざまな測定手法が開発されているため、
いずれ、その測定に信頼性が付与され、認識さ
れるようになるかもしれない。
　今後、以上のような無形財の認識問題によっ
て、一見、暖簾にみえるものの本質が（よりシ
ナジーに純化されるという意味において）変
わってくることとなり、それにより、暖簾の会
計処理も変化していくことになるかもしれない。
［付記］本稿の脱稿後、2007年 12月にSFAS141
（R）「企業結合」が公表され、2008年１
月にIFRS３（Ｒ）「企業結合」が公表さ
れた。
注
（１）これは、一般的には自己創設暖簾とよばれている
ものである。しかし、自己創設暖簾という用語は、
貸借対照表に自ら計上するという意味を含意して
いるように誤解される場合もある。そのため、本稿
では、このような会計処理方法を含意しない用語
として、内生暖簾という用語を用いることとする。
（２）本稿では、無形財という用語を、無形資産として認
識されるようなものも、無形資産ではあるけれど
も認識はされていないようなものも、そもそも無
形資産としては認められていないような無形資源
も含まれる用語として用いている。
（３）これらの暖簾概念については、山内（2004b;  2004c;
2005a）を参照。
（４）シナジ （ーsynergy / synergism）は、Websterによる
と、ギリシャ語の一緒に働くという意味の「シナ
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ガス（synergos）」という語に由来する語であり、現
在では、薬学、物理学、工学や経営学などの分野に
おいて幅広く用いられている（Webster 1973）。
会計学においてシナジーという語は、暖簾を含意
するものとして用いられている。シナジーとは、
「総合効果が個別の効果の合計よりも大きくなる個
別の媒体（discrete agencies）の共同作用（cooperative
action）」（Webster 1973）という意味であり、暖簾
は総合効果が個別の効果よりも大きくなる差額と
して確認できる。暖簾の本質を明らかにするため
には、個別の効果の合計よりも大きな総合効果を
生むための共同作用を起こす個別の媒体がなにか
ということを明らかにする必要がある。
会計上、このような共同作用を起こす個別の媒体
としては、識別可能な有形財および無形財ならび
に識別不能な無形財が考えられる。つまり、識別可
能な有形財および無形財ならびに識別不能な無形
財が、相互有機的に結びつき、共同作用つまりシナ
ジーを生み出すのである。
（５）このような視点から考えると、現行諸基準のもと
で認識されている買入暖簾は d2＋P ということに
なる。
（６）ただし、より厳密に被取得企業のサイドからも考
えると、被取得企業は、「（被取得）企業全体の使用
価値 Viu」より大きくなければ売却するという意思
決定を行わないと考えられるため、「営業権 P」に
支払われる金額は、残余 d4の範囲内で決まること
となる。
（７）例えば、コストアプローチで考えてみると、測定数
値に信頼性を付与することが難しいのは、企業が
内生暖簾を作り上げるために支出したさまざまな
費用を内生暖簾と直接的に関連づけることが難し
いからである。それは、シナジーGを想定した場
合、企業による支出は、シナジー自体に対してでは
なく、その源泉である識別可能な資産や識別不能
な無形資産に対して行われるからである。一方、分
類不能資産 G’ を想定した場合、企業による支出
は、識別不能無形資産に対しては行われているも
のの、識別不能であるがゆえに、それら無形資産と
それらに対する支出を直接的に関連づけることは
難しいからである。コストアプローチによる無形
財の測定については、山内（2005c;  2006）を参照。
（８）暖簾の減損テストについては、山内（2003; 2004a;
2005b）を参照。
（９）実際に、そのような測定手法を用いて暖簾の減損
を計上している日本企業の事例としては、米国基
準を採用している NTT がある。これについては、
豊田・梅原（2004）を参照。
（10）伝統的な会計の枠組みと暖簾会計については、山
内（2007b）を参照。
（11）この場合、以下のような仕訳が考えられる。
（借）内生暖簾　　×××
（貸）将来の超過利潤（その他包括利益）　　×××
（12）これらについては、別府・山内（2006）を参照。
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